
 

  



 
 

 
 

 

 

冨取：理研ビタミンの冨取でございます。本日は当社の決算説明会にご参加いただきまして、あり
がとうございます。 

まず、私より 2022年度の決算についてご説明をさせていただきます。  



 
 

 
 

 

 

業績のポイントを 4点にまとめております。 

1点目、会社全体で 95億円の増収となりました。営業利益は第 3クォーターで修正いたしました

業績予想を上回り、過去最高の 71億円を計上しました。また、中計 1年目の主要目標数値は全て

達成することができました。 

2点目、価格の改定が進みました海外事業が業績を牽引しております。 

3点目、国内事業は、食品、化成品ともに価格改定に取り組んでまいりましたが、コストアップに

価格改定が追いつかず、増収減益となりました。 

4点目、年間配当につきましては、前期比 1株当たりプラス 13円の 59円とさせていただきまし

た。  



 
 

 
 

 

 

全体の業績をご説明させていただきます。 

オレンジ色の枠の中、売上高 887億円、前年度対比プラス 95億円でございます。 

営業利益 71億円と経常利益 77億円、この二つは過去最高益となります。 

当期純利益につきましては 64億円でございますが、前年度に特別利益 143億円を計上していた反

動で、前年度対比では 151億円の減益となっております。 

結果といたしまして、ROEについては 9.3%となっております。 

なお、表の左下にございますとおり、為替の影響額が売上高で 29億円、営業利益で 4億円含まれ

ております。  



 
 

 
 

 

 

セグメント別の実績についてご説明いたします。 

売上高でございますが、95億円の増収でございます。国内食品、国内化成品その他事業、海外事

業、全てのセグメントで増収となっております。 

一方、営業利益はプラス 13億の増益となっておりますが、国内食品、国内化成品その他につきま

しては、グラフのとおり減益でございます。この国内事業の減益を、海外事業の 13億円の増益、

また前年度赤字でございました中国の子会社を切り離したプラスの影響で打ち返し、13億円の増

益となっております。  



 
 

 
 

 

 

営業利益の要因別の増減につきまして、ご説明を申し上げます。 

全体で 13億円の増益でございます。 

売上高の変動に伴う限界利益の増加で、プラス 31億円でございます。グラフの下にあります表が

原材料価格の高騰の影響額になります。国内・海外合わせまして通期で 73億円のコスト増になり

ましたが、これを価格改定などで打ち返しまして、31億円の増加となってございます。 

エネルギーコストの増加、その他製造経費の増加、また、その他販管費の増加等、減益の要因がご

ざいまして、合計いたしまして営業利益全体で 13億円の増益となっております。  



 
 

 
 

 

 

セグメント別のポイントにつき、ご説明をいたします。 

まず、国内食品事業でございますが、増収減益となりました。売上高で 40億円の増収、営業利益

につきましてはマイナス 3億円でございます。家庭用食品は減収、業務用食品、加工食品用原料等

については増収でございます。 

この増収の要因につきましては、業務用食品、加工食品用原料等の価格改定が主な要因でございま

す。ただし、価格改定にはどうしても時間差が出てまいりますので、コストアップの影響をすべて

打ち返すには至らず、営業利益は減少しております。 

また、業務用食品はコロナ前にはおよびませんが、外食産業の需要増もございまして、一定程度、

回復基調にございます。  



 
 

 
 

 

 

国内化成品その他事業は増収減益となりました。売上高が 4億円の増収、営業利益は 3億円の減益

となっております。 

国内化成品事業のお客様の業界全体で需要が低迷いたしました。原材料価格の上昇に対する価格転

嫁が遅れた影響で、第 2クォーターは赤字となっております。しかしながら、第 3クォーター以

降、この価格改定を強力に進めた結果、グラフのとおり、第 3クォーター、第 4クォーターには改

善基調にございます。しかしながら、数量面が少なくなっていることもありまして、この効果は限

定的となりました。 

海外事業は増収増益でございます。売上高は 56億円の増収、営業利益は 13億円の増益となって

おります。 

上期につきましては、不安定な環境の中でお客様のニーズをしっかりと捉えまして、高い業績に結

びつけることができました。第 3クォーター以降、環境が少しずつ変化する中で状況も変わってき

ておりますが、通期では過去に例を見ない非常に高い水準の利益率を達成することができました。  



 
 

 
 

 

 

海外事業の売上高の推移を記載しております。 

3年前まで 1%程度であった売上高の成長が、この 2年間、平均で 30%程度の大きな成長になり、

海外事業の売上高の構成比率は 28%と、30%に迫る勢いになっております。  



 
 

 
 

 

 

営業外損益・特別損益のポイントをご説明申し上げます。 

まず、2022年度の当期純利益は 64億円となりました。前期比 151億円の減益となっております

が、これは前期の中国子会社の売却益をはじめとする特別利益 143億円の剥落が主な理由でござ

います。2022年度におきましては、特別損益、営業外損益ともに大きな動きはございませんでし

た。  



 
 

 
 

 

 

連結貸借対照表について、ご説明を申し上げます。 

総資産は 25億円の増加となりました。うち 12億円は為替の影響でございます。純資産は期間利

益の積上げにより 48億円の増加となりました。原材料価格の高騰によりまして、売掛債権、棚卸

資産、買掛債務が増加しております。 

また、有利子負債につきましては、長期・短期合わせまして 30億円の借入金を返済しておりま

す。 

自己資本比率につきましては、3ポイント上昇の 67.8%となりました。  



 
 

 
 

 

 

連結キャッシュフロー計算書について、ご説明申し上げます。 

2021年度、2022年度については表のとおりでございます。営業活動によるキャッシュフロー、ま

た、投資活動によるキャッシュフローを合わせた、いわゆるフリーキャッシュフローにつきまして

は、2022年度は前期比プラス 26億円の増加になりました。  



 
 

 
 

 

 

最後に、当社の資本収益性と市場評価について、ご説明を申し上げます。 

2022年度末の時点での当社の PBR は 0.9倍でございます。ROEについては 9.3%でございます。

私どもとしましては、資本コストを上回る資本収益性があるとは考えておりますが、株価には残念

ながら反映されておりません。 

この要因でございますが、まずガバナンス面の課題ということで、中国子会社の会計処理の事案が

ございました。また、その影響を受けまして、2019年度、2020年度につきましては、2期連続赤

字となっております。 

その他、株主還元の方針につきまして定量的な水準が明確でなかったこと、情報発信が不足してい

たことなどもあり、業績は回復基調にありますが市場からの評価は回復途上だと考えております。

今回の中計では、これらの要因を解決する施策を作り、進めているところでございます。  



 
 

 
 

 

 

具体的な施策を四つにまとめました。 

一つ目、ガバナンスにつきましては、政策保有株式につきまして縮減方針を明確化いたしました。

コーポレートガバナンス報告書の政策保有株式の項目はエクスプレインからコンプライに変更して

おります。また、これまで限定付適正意見でございました監査法人の監査意見でございますが、

2022年度より会社法上の計算書類の監査では無限定適正意見となりました。 

二つ目、業績でございますが、中計初年度の 2022年度につきましては、この中計目標値を達成す

ることができました。 

三つ目、資本政策でございますが、配当方針を明確化いたしました。配当性向 30%以上をベース

に、2022年度につきましては 30.2%の 59円で、13円の増配とさせていただいております。 

四つ目、IR活動につきましては、従来以上に積極的に取組みを実施してまいりたいと思ってござ

います。例えば、この 4月、当社ホームページを全面リニューアルいたしております。また、決算

短信・適時開示について、日本語・英語同日の開示も進めております。統合報告書につきまして

は、今年 9月末の発行に向けて、ただいま準備しているところでございます。 

2022年度の業績のご報告は以上でございます。どうもありがとうございました。  



 
 

 
 

 

 

山木：皆さん、こんにちは。社長の山木でございます。それでは、私から 2023年度通期の見通し

について、ご説明いたします。  



 
 

 
 

 

 

まず、昨年 5月に公表いたしました中長期ビジョンと中期経営計画の基本方針について、改めてこ

こにお示ししております。 

当社は現在、ここに示しました四つの基本方針に沿って、中期経営計画を進行中であります。 

前期は海外事業が業績を大きく伸ばしましたが、値上げと外部要因によるところが大きく、本来的

な意味でアジア・北米での展開の加速はできたとは言えません。今期以降、改めてスペシャリティ

な製品とサービスの成長を目指してまいります。 

国内事業は、前期、価格改定交渉に多くの時間と労力を割かざるを得ませんでした。今期も必要な

価格改定は行いますが、新たな価値を提案する機会を増やしてまいりたいと思っております。  



 
 

 
 

 

 

2023年度業績予想のポイントを示しております。 

売上高は 3.7%増の 920億円、営業利益は 5%減の 68億円の計画であります。 

海外事業は、好調であった前期の反動もあり減益の計画ですが、高付加価値製品の拡販で安定的な

成長を目指してまいりたいと思っております。 

逆に国内食品事業は、食品原料のコストアップが上期に影響しますが、値上げの浸透、新商品の拡

販によって、増収増益を見込んでおります。 

国内化成品その他事業でございますが、この事業は利益率が一定の回復を見込んでおります。 

配当は前期と同額の 59円を予定しております。  



 
 

 
 

 

 

2023年度連結業績予想でございます。 

海外事業が非常に好調だった前期と比べますと減益の計画となっておりますが、中期経営計画策定

時点の目標値は上回る水準でございます。今期は海外の落込みを国内事業でカバーし、中期経営計

画 2年目の目標を達成したいと思っております。 

売上高の計画は十分に達成可能な数字であり、また、営業利益については若干厳しい環境下にある

と認識しておりますが、各重点施策を実行することによって現実的に届く数字であると思っており

ます。  



 
 

 
 

 

 

中期経営計画の売上高・営業利益の目標値に対する進捗を、ここにグラフで示しております。 

計画策定時と比べて為替相場や原料相場が大きく変動したこともあり、前期実績は目標値を大きく

上回りました。今期も事業計画は計画策定時の想定と異なりますが、結果的に計画に近い数字にな

る見込みでございます。 

現在の事業環境が続けば、最終年度となる来期においても、売上高と営業利益のバランスに乖離が

生じることも予想されますが、現時点で計画は修正しておりません。 

来期の事業環境が見えてきた段階で必要があれば修正したいと思いますが、営業利益 80億円とい

う数字にはこだわってまいりたいと思っております。  



 
 

 
 

 

 

今期のセグメント別増減予想であります。 

国内は前期の価格改定効果により増収増益、海外は前期の反動で減益を見込んでおります。  



 
 

 
 

 

 

今期の営業利益の増減要因の予想であります。 

前期に比べて油脂相場が落ち着いていることから、海外では原料高騰の影響はございません。国内

では、ビタミン E原料や食品原料を中心に 22億円程度の影響があると見込んでおります。 

販管費では、人的資本への投資として賃金のベースアップを行うため、人件費の増加を見込んでお

ります。理研ビタミン単体の労働組合とはベースアップ 8%で妥結しております。  



 
 

 
 

 

 

次に、セグメント別の見通しについて、ご説明したいと思います。 

国内食品事業のうち、家庭用食品と業務用食品でございます。この分野は塩・しょうゆなどの食品

原料の価格上昇があり、厳しい事業環境が見込まれております。 

家庭用では、8月より、主力のノンオイルドレッシングを 4年半ぶりに値上げいたします。値上げ

により、ある程度、数量は減ると見込んでおりますが、他のカテゴリーの市場浸透でカバーしたい

と思っております。 

業務用では、外国人観光客の増加などにより、外食産業向けの需要の戻りが大いに期待されます。

一方で、引き続き重点分野といたしております、中食市場および老健市場での新規獲得を目指して

まいりたいと思っております。  



 
 

 
 

 

 

次に、国内食品事業のうち加工食品用原料等でございます。 

この加工食品用原料等では、前期は値上げ交渉に多くの時間を要しましたが、今期は本来のソリュ
ーションビジネスを強化し、さまざまな提案を行ってまいりたいと考えております。 

当社の改良剤を使えば、例えばコストを削減する提案や、卵不足への対策に役立つ提案も可能でご
ざいます。そうした社会課題を捉えたソリューションの提案を通じて、食生活を支えてまいること
も、われわれの役目だと考えております。 

また、前期好調だったヘルスケア商品の需要は、今期も堅調に推移すると予想しております。  



 
 

 
 

 

 

これは国内食品事業の価格改定を時系列的に示しております。 

改良剤などの BtoB製品については、既に第 4次値上げを終了し、現在、第 5次値上げ中でござい

ます。これまでは主に油脂を中心とする値上げでございましたが、今期はビタミン Eの原料とクチ

ナシの原料が上がっておりますので、この辺の価格改定を実施してまいりたいと思っております。 

わかめや調味料などの業務用 NB商品、または家庭用商品についても、このように順次値上げをし

てまいりました。今期においての追加値上げとしては、先ほど申しました家庭用のノンオイルドレ

ッシングのみを考えております。ただし、今後とも原料が上がった場合はスピーディーにそれに対

応してまいりたいと思っております。  



 
 

 
 

 

 

次に、国内化成品その他事業でございます。この事業はいまだ樹脂関連の需要が低迷しておりまし

て、まだまだ厳しい状況にあります。しかしながら、中国経済の再開に伴い、前期に比べれば事業

環境は良くなっていくと期待しております。 

業績面では、前期下期に強く推し進めました価格改定の効果が出てまいりまして、利益改善が進ん

でおります。脱マスク、またはインバウンドで化粧品業界が盛り上がっていく予想もしておりまし

て、この分野にも注力することによって V 字回復をさせていきたいなと思っております。 

一方で、バイオプラスチック向け改良剤など、中長期的なテーマにも引き続き取り組んでまいりた

いと思っております。  



 
 

 
 

 

 

次に海外事業でございます。売上高はほぼ横ばい、営業利益は減少する見込みであります。しか

し、営業利益率 7.4%という数字は、中計の目標を上回る水準にあります。 

前期は戦時下の安全在庫の積増し等もあり、コモディティ品の需要が高まった一方、高付加価値の

スペシャリティ製品の販売が伸び悩みました。今期以降、改めてスペシャリティ製品の拡販を進め

てまいりたいと思っております。 

重点エリアは、アジアと北米でございますが、アジアの一部には地政学的リスクもあるため、どの

市場を重点的に進めていくかについては、よく選択しながら進めてまいりたいと考えています。北

米では、アジアの食文化が比較的根付いている西海岸において重点的に拡販を進めてまいりたいと

思っております。  



 
 

 
 

 

 

次に、当社の改良剤事業の研究開発に関するトピックをご紹介したいと思います。 

当社は今年 3月、官民地域パートナーシップ事業の一つ、次世代放射光施設ナノテラスのコアリシ
ョンに参加いたしました。ナノテラスは、放射光を用いてナノレベルで物質を観察できる、巨大な
顕微鏡のような施設でございます。 

当社は、東北大学との共同研究のもと、この施設を利用し、当社の改良剤の作用メカニズムなどを
可視化してまいりたいと思っております。改良剤が食品や化成品に対してどのように作用するのか
を可視化できれば、次の新たな技術開発に役立つと思っておりますし、研究者間の交流を通じた人
材育成も進んでいくだろうと期待しております。  



 
 

 
 

 

 

トピックの二つ目として、海藻事業の取組みについてご紹介したいと思います。 

近年、漁業者の高齢化などにより、わかめの国内生産量は減少しております。当社にとっては、原
料の安定調達が大きな課題となっております。 

そこで当社グループは、岩手県で地元の漁業会社や漁協と連携し、遊休漁場を活用したわかめの大
規模養殖を支援しております。当社がわかめの種苗や生産ノウハウを提供し、漁業会社の従業員の
皆さんが養殖したわかめを当社が全て買い取ることで、当社は原料の安定調達ができ、漁業会社は
安定した収入を得ることができ、漁協は空いている漁場を有効活用できる、いわば三方良しの取組
みになっております。 

当社はグループを挙げ、今後も海藻産業の活性化に貢献してまいりたいと思っております。  



 
 

 
 

 

 

設備投資および減価償却の前期実績と今期の見通しについて、ご説明したいと思います。 

前期は設備投資額が極めて低い 16億円という水準となりました。要因としては、東京工場の設備

計画で追加工事を決定した結果、やや投資時期が遅れたことや、一部、更新投資の時期を見直した

ことなどが挙げられます。今期は 33億円の設備投資を計画しております。  



 
 

 
 

 

 

次に、配当についてご報告します。 

配当性向 30%以上を目安に安定的な配当を継続する方針のもと、2022年度は 2021年度から 13円

増配の、年間配当 59円としました。今期は先ほどご説明したように減益の計画ではありますが、

減配はせず、年間配当 59円を維持したいと思っております。  



 
 

 
 

 

 

最後に、ESG関連の取組みについて、ご説明したいと思います。 

まず、環境負荷低減に関する一つの取組みとして、一部商品の賞味期限を年月日表示から年月表示

に変更します。現在、決定しております品目は 23品目でありますが、今後、順次拡大してまいり

たいと思っております。 

政策保有株式については、前期末時点で純資産比率 24.9%となりました。中計の目標の 20%の達

成はもちろんでありますが、さらに適切な水準に縮減してまいりたいと思っております。 

また、ガバナンス強化のため、今年 3月に外部機関による取締役会の実効性評価も行いました。今

後も数年ごとに実施する予定であります。  



 
 

 
 

 

 

「持続可能な社会をスペシャリティな製品とサービスで支え成長する会社になる」という中長期ビ
ジョンのもと、今期も目標達成に向けて事業を推進してまいりたいと思っております。引き続き、
ご支援のほど、お願いいたします。ご清聴ありがとうございました。  



 
 

 
 

 

 

 

 

 

  



 
 

 
 

 

 

 

 

 

  



 
 

 
 

 

 

 

 

 


